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１.  福岡市葬祭場「刻
と き

の 森
も り

」整備事業について 

 

１ 福岡市葬祭場整備の概要 

福岡市葬祭場は、供用開始から 18年が経過し、近年の火葬件数増加に伴って、火葬炉設

備が老朽化している。今後も安定的に施設運営を継続していくため、火葬炉設備等の更新

及び火葬受付時間の変更を行うもの。 

 

（１）施設概要 

・供用開始      平成 17年 10月１日 

・火葬炉       26炉（うち胞衣炉 1炉） 

・待合室       20室 

・告別室、収骨室  各６室 

・施設運営     公益財団法人ふくおか環境財団【指定管理者】 

 

（２）整備内容及び火葬受付時間変更 

・整備期間  令和８年度～12 年度（５年間） 

・整備炉数  全 26炉 

      【他工事】排ガス処理設備、告別室・収骨室改造、受変電設備、空調設備等 

・受付時間  午前 10時～午後４時 ⇒ 午前 10時～午後６時 

 

（３）施設整備における留意点 

○施設を稼働させながらの更新 

・施設運営に支障がないように設備を更新（６～８炉／年） 

・工事期間中の火葬炉数の減に対し、運転回数の増（２回転／日→３回転／日）で対応 

・運転回数の増に伴い、火葬受付時間を延長 

 ○今後の火葬件数増加への対応 

・整備期間終了後も、運転回数の増及び火葬受付時間延長により対応 

  ○周辺住民への配慮 

・主に建物内での工事であるが、工事期間中は防音対策等を十分に実施 

 

２ 今後のスケジュール（予定） 

・令和６年度～       実施方針・要求水準書等作成、議会報告 

・令和７年度     福岡市立火葬施設条例改正（火葬受付時間の変更） 

・令和８～12年度     火葬炉設備等更新 
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（参考）福岡市葬祭場の位置図等 

 

 

 

《施設外観》 
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２. 福岡市感染症予防計画（素案）のパブリック・コメント実施について 

 

１ 意見募集の趣旨 

  「感染症予防計画」は、感染症全般の対策の方向性を示すものであり、これまで都道府

県において策定されていたものである。 

令和４年 12月に「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」が改正さ

れ、保健所設置市においても新たに策定が義務付けられたことから、現在、策定を進めて

いる。 

  今回、計画の素案を作成したため、福岡市情報公開条例及び福岡市パブリック・コメン

ト手続要綱に基づき、市民の意見を募集するもの。 

 

２ 実施要領 

 (1) 意見募集期間 

   令和５年 12月 19日（火）～令和６年１月 18日（木） 

 

 (2) 閲覧・配布場所 

   以下の場所で閲覧・配布するとともに、本市ホームページに掲載する。 

   ＜閲覧・配布場所＞ 

    保健医療局保健予防課（市役所 12階）、情報公開室（同２階）、 

情報プラザ（同１階）、各区情報コーナー、各区健康課、入部出張所、 

西部出張所 

 

 (3) 募集方法 

   FAX、郵便、窓口への持参、ホームページの回答専用フォームへの入力、電子メール 

 

 (4) 広報 

   市政だより１月１日号及び本市ホームページへ掲載 

 

３ 今後のスケジュール 

時期 内容 

令和５年 12月 福祉都市委員会報告 

令和５年 12月 19日～令和６年１月 18日 パブリック・コメント実施 

令和６年１月 福岡県感染症対策連携協議会医療専門部会 

令和６年２月 福岡県感染症対策連携協議会 

令和６年３月 福岡市感染症予防計画策定 

議会報告 
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福岡市感染症予防計画（素案）の概要について 

 

 

１ 計画策定の経緯・趣旨（第１章 第１） 
 

○ 今般の新型コロナウイルス感染症（COVID-19）への対応を踏まえ、令和４年 12月に「感

染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」が改正され、これまで都道府

県が策定することとなっていた、既存感染症を含む感染症全般の対策の方向性を示す「感

染症の予防のための施策の実施に関する計画」（予防計画）について、保健所設置市にお

いても、新たに策定することとなった。 

 

○ 保健所設置市である福岡市は、福岡空港や博多港が立地した九州・西日本地域の発展

を支えるアジアのゲートウェイであり、他の都市よりも感染症に関する備えが重要であ

るとの認識のもと、新型コロナウイルス感染症対応における課題も踏まえ、今般、予防

計画を策定するもの。 

 

○ 計画の策定にあたっては、県、県内の保健所設置市（福岡市、北九州市、久留米市）、

医療機関・団体等が参加する福岡県感染症対策連携協議会を通じて、立案の段階から連

携して検討し、国の「感染症の予防の総合的な推進を図るための基本的な指針」（基本指

針）に即しつつ、県、各保健所設置市の計画について、相互の整合を図る。 

 

○ なお、新興感染症（新型インフルエンザ等感染症、指定感染症の一部、新感染症）の発

生に備えた保健所・保健環境研究所における平時からの準備や新興感染症発生時の具体

的な対応等については、別途、それぞれ「対処計画」を策定する。 
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２ 新型コロナウイルス感染症に係る主な対応と課題 

 

○ 未知の感染症であった新型コロナウイルス感染症への対応については、５類感染症に

移行した令和５年５月までに８度にわたる感染拡大を繰り返すなか、感染動向や国の対

応方針の見直し等を踏まえ、様々な対策に取り組んできた。 

○ その経験や課題等を踏まえ、予防計画の策定をはじめとした健康危機管理の強化に取

り組んでいく。 

 

区分 主な対応 課題 

検
査
体
制 

・保健環境研究所における検査機器の増台や、医

師会と連携した PCR センターの運営等により、

検査体制を強化 

・流行初期からの速やかな検

査能力の確保 

医
療
提
供
体
制 

・県、医療機関等と連携した外来・病床の確保、感

染急拡大時における転院支援調整本部設置や従

事者への定期的な検査により、医療提供体制を

確保 

・平時からの医療機関との連

携や新興感染症に対応する

医療機関の役割分担の整理 

・感染急拡大時における外

来・病床のひっ迫 

自
宅
・
施
設
療
養 

・パルスオキシメーターの貸与、食料品等の配付、

SMS を活用した健康観察や医療機関への特別給

付金の支給による往診・オンライン診療等によ

り、自宅等での療養を支援 

・従事者への定期的な検査や専門家の派遣等によ

り、施設内での感染拡大を防止 

・感染急拡大時における自宅

療養者への医療の提供 

・施設療養中の感染対策 

保
健
所
体
制 

・新型コロナウイルス感染症対策室の設置や増

員・応援、外部専門職の活用により、体制を確保 

・感染動向や国の方針を踏まえた業務の重点化 

・委託化や ICTの活用等による効率化 

・有事体制への迅速な移行 

・感染急拡大時における保健

所への業務負担 

・業務の重点化に係る全市方

針の検討等の区間調整 

・区を超えた患者の発生に係

る情報集約等の対応 
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３ 計画における感染症対策の基本的な考え方（第１章 第２～第３） 

 

(1) 感染症の予防の推進の基本的な方向 

・感染症の発生の予防及びまん延の防止に重点をおいた事前対応型行政を構築する。 

・感染症に関する積極的な情報提供を通じて、市民一人一人の予防を推進する。 

・患者に対する早期治療の積み重ねによる社会全体の予防を推進する。 

・感染症の発生状況等を把握し、迅速かつ的確に対応できる体制を整備する。 

・ワクチンに関する正しい知識の普及を進め、積極的に予防接種を推進する。 

・人権尊重の観点から、個人情報の保護に留意するとともに、差別・偏見の解消のため、

あらゆる機会を通じて正しい知識の普及啓発に努める。 

(2) 基本的な方向へ取組を進めるための市の役割 

・正しい知識の普及、情報の収集・分析・公表、研究の推進、人材の養成・資質の向上

や確保、迅速かつ正確な検査・医療提供体制の整備等に必要な基盤の整備 

 

 

４ 感染対策に係る具体的な施策（第２章 第１～第 10） 

 

○ 国の基本指針に即して、県の予防計画と整合を図りながら、以下のとおり、感染症対

策に係る各施策を記載。 

○ なお、医療提供体制に関する事項等については、都道府県が計画を策定することとな

っており、県と連携して取組を進める。 

 

主な施策の内容 

① 感染症の発生の予防のための施策（第２章 第１） 

・感染症の発生予防の基本として感染症発生動向調査を実施 

・効果的かつ効率的な感染症対策のため、県や医師会、検疫所などの関係機関と連携 

② 感染症のまん延の防止のための施策（第２章 第２） 

・患者等の人権尊重、患者に対する早期治療の積み重ね等による社会全体の予防を推進 

・感染症発生動向調査情報の公表等による市民等の理解と協力に基づく予防を推進 

③ 感染症の患者の移送のための体制の確保（第２章 第３） 

・患者の移送にかかる人員体制の整備、消防局や県、他の保健所設置市等との連携 
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主な施策の内容 

④ 新型インフルエンザ等感染症又は新感染症外出自粛対象者の療養生活の環境整備 

（第２章 第４） 

・民間事業者への委託等を活用しつつ、外出自粛対象者の健康観察や生活支援を実施 

・高齢者・障がい者施設等へ感染対策の助言を行うことができる体制を平時から確保 

⑤ 感染症及び病原体等に関する情報の収集、調査及び研究（第２章 第５） 

・保健所において、地域における感染症対策の中核的機関として、総合的な感染症の情

報発信拠点の役割を果たすため、保健環境研究所等との連携による情報収集・調査・

研究を実施 

・保健環境研究所において、病原体等に関する情報の収集、調査及び研究を実施 

⑥ 病原体等の検査の実施体制及び検査能力の向上（第２章 第６） 

・保健環境研究所における計画的な人員の確保や配置等、平時からの体制整備 

・研修や実践的な訓練の実施、検査機器等の設備の維持、検査試薬等の物品の確保等を

通じた試験検査機能の向上 

⑦ 感染症の予防に関する人材の養成及び資質の向上（第２章 第７） 

・国が開催する研修会等への保健所職員等の派遣や、講習会等の開催など研修の充実 

・IHEAT要員（健康危機発生の際に保健所等の業務を支援する外部専門職）の確保と、

平時からの実践的な訓練の実施 

⑧ 感染症の予防に関する保健所の体制の確保（第２章 第８） 

・有事に必要となる人員体制や設備等の想定、業務マニュアルの整備、外部委託や応援

の受入等も含めた計画的な体制整備を行うとともに、感染症発生時において有事体制

へ迅速に切り替え 

・感染症に関する情報が責任者に対して迅速かつ適切に伝達され、一元的に管理される

体制の構築 

・保健所に所長を補佐する総合的なマネジメントを担う保健師の配置 

⑨ 感染症に関する啓発及び知識の普及並びに感染症の患者等の人権の尊重 

（第２章 第９） 

・患者や医療従事者等への差別・偏見の排除等に向けた情報の提供や相談等の実施 

・患者等の人権や個人情報の保護の観点を踏まえた適切な情報の公表 

⑩ 緊急時における感染症の発生の予防及びまん延の防止、病原体等の検査の実施並びに

医療の提供のための施策（第２章 第 10） 

・緊急時における迅速かつ的確な国等との連携 
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【参考：県予防計画で策定される主な施策】 

主な施策の内容 

① 感染症に係る医療を提供する体制の確保 

・県は新興感染症発生時に入院や発熱外来、自宅療養者への医療提供等を担う医療機関

等と事前に協定を締結 

② 宿泊療養体制の確保 

・県は事業者等と事前に協定を締結し、宿泊施設を確保 

③ 感染症の予防又はまん延防止のための総合調整及び指示 

・県は保健所設置市等に対する総合調整・指示権限等を適切に行使 

④ 感染症対策物資等の確保に関する事項 

・県は新興感染症の汎流行時に供給及び流通を適確に行うため、平時から個人防護具等

の流通備蓄体制を構築 

⑤ その他感染症の予防の推進 

・施設・院内感染の防止、災害防疫、動物由来感染症対策、薬剤耐性対策等 
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５ 本市における数値目標（第２章 第 11） 

○ 国の基本指針において、保健所設置市が策定することとされている数値目標について、

以下のとおり設定する。 

○ なお、医療提供体制（病床数、発熱外来機関数等）、物資の確保、宿泊療養体制の数値

目標は、県において策定する。 

前提条件 

・対応感染症は、新型インフルエンザ等感染症、指定感染症（病状の程度が重篤であり、

全国的かつ急速なまん延のおそれがあるもの）、新感染症 を基本とし、まずは、新型コロナ

ウイルス感染症への対応を念頭に取り組む。

・実際に発生・まん延した感染症が、「事前の想定とは大きく異なる事態」（※）と

なった場合は、実際の状況に応じた機動的な対応を行う。

（※国が国内外の最新の知見や、現場の状況等を把握しながら適切に判断する。）

(1) 「保健環境研究所の検査能力及び検査機器の数」、「有事の際の保健所の対応人員数」

項目 

流行初期 

（発生公表後

１か月以内） 

流行初期以降 

（発生公表の

６か月後） 

目標の目安（国） 

検査の実施能力 

（保健環境研究所） 
250件/日 500 件/日 

新型コロナウイルス感染症対応で

確保した最大検査能力 

保健環境研究所の 

検査機器の数 
３台（※） ４台（※） 検査の実施能力に相当する数 

有事の際の保健所 

の対応人員数 
656名 

流行開始から１か月間の業務量に

十分に対応可能な人員体制（保健

所職員・応援職員・IHEAT 要員等） 

※流行初期は、リアルタイム PCR装置３台で対応。

流行初期以降は、自動核酸検査機器を１台追加。

(2) 「保健所職員等に対する研修・訓練回数」、「IHEAT 要員の確保数」

項目 数値目標 目標の目安（国） 

研修・訓練回数 

（保健所職員等） 
年 1回以上 研修訓練を年１回以上実施 

IHEAT 要員の確保数 

（IHEAT研修の受講数） 
30名 － 
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